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孫会社の異動（取得）に関するお知らせ 

 

 当社及び当社連結子会社である株式会社レントラックジャパン（以下「ＲＴＫ」という）は、本日開

催の取締役会において、株式会社トップ・パートナーズ（以下「Ｔ／Ｐ社」という）の株式をＲＴＫが

取得し、連結子会社とすることを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．取得の理由 

Ｔ／Ｐ社は、主に成人向け映像コンテンツを企画し、ＣＳ委託放送事業及び映像コンテンツを放

送・配信事業者向けに供給する事業を主力とする事業会社を傘下にもつ純粋持株会社（連結子会社

11 社、持分法適用会社 1社）であります。ＲＴＫでは、従来ＤＶＤ等のパッケージ流通においてレ

ベニューシェアリング方式（出来高払い方式）のコンテンツ流通を主たる事業として行ってまいり

ましたが、Ｔ／Ｐ社が持つコンテンツの企画力と、放送及び配信向けのプラットフォームが当社の

グループとなることで、更なるプラットフォームの強化・拡大を実現し、コンテンツアグリゲータ

ーを全てのコンテンツで実現すること及びコンテンツの企画から流通に至る全ての過程でレベニ

ューシェアリング方式での流通を実現することを目的に、ＲＴＫは、Ｔ／Ｐ社の株式を取得し連結

子会社といたします。 

 

２．株式取得の方法 

 現金による株式取得 

 

３．孫会社となる会社の概要 

  （１）商号            株式会社トップ・パートナーズ 

  （２）代表者           中西 一雄 

  （３）所在地           東京都港区南青山三丁目 3番 3号 

  （４）設立年月日         平成 15 年 1 月 14 日 

  （５）主な事業内容        投資事業及び投資先に対する経営指導 

  （６）決算期           毎年 3月 31 日 

  （７）従業員数          11 名 

  （８）資本の額          100 百万円 

  （９）発行済株式数        42,400 株 

  （10）株主構成及び所有割合    中西 一雄 氏 100% 
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４．最近事業年度における業績の動向 

  （１）Ｔ／Ｐ社（単体業績） 

   （単位：百万円） 

 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

売上高 166 215

営業利益 24 62

経常利益 24 55

当期純利益 23 54

総資産 2,270 2,806

株主資本 76 2,151

    （注）Ｔ／Ｐ社は純粋持株会社でありますが、連結決算を実施していないため、同社の単体業績を記載してお

ります。なお、記載数値につきましては法定監査を受けたものではありません。 

 

  （２）Ｔ／Ｐ社グループの業績 

 （単位：百万円） 

 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

売上高 7,930 10,313

営業利益 499 470

経常利益 509 466

当期純利益 99 34

     （注）記載数値は、同社及び同社連結子会社（11 社）の業績数値を単純合算したものであります。なお、同

数値につきましては法定監査を受けたものではありません。 

 

５．株式の取得先 

   中西一雄 氏（現 株式会社トップ・パートナーズ代表取締役社長） 

     

（注）なお、同氏は平成 18 年 12 月 21 日付で、株式会社レントラックジャパン取締役に就任いたしました。 

    

６．取得株式数、取得金額及び取得後の所有株式の状況 

  （１）異動前の所有株式数          －株（ － %） 

  （２）取得株式数            42,400株 

  （３）異動後の所有株式数        42,400株（100%） 

  （４）取得金額                       4,498百万円 

 

７．日程 

   平成 18 年 12 月 21 日    株式譲渡契約書締結 

   平成 18 年 12 月 25 日    取得完了 

 

８．今後の業績に与える影響     

   本件による、平成 19 年 3 月期の業績に与える影響は軽微であり、また、次年度以降の業績に与

える影響につきましては、策定次第お知らせいたします。 

 

 

以上 


